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「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の概要

 海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契機として、国内におけるプラスチックの資源循環を

一層促進する重要性が高まっており、多様な物品に使用されるプラスチックに関し、包括的に資源循環体制を強化する必要がある。

■ 背景

1. 基本方針の策定
⚫ プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、以下の事項等に関する基本方針を策定する。

➢ プラスチック廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計
➢ ワンウェイプラスチックの使用の合理化
➢ プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化 等

2. 個別の措置事項

■ 主な措置内容

⚫プラスチック資源について、市区町村による容リ法
ルートを活用した再商品化を可能にする。容リ法の
指定法人等は廃棄物処理法の業許可が不要に。

⚫市区町村と再商品化実施者が連携して行うプラスチッ
ク資源の再商品化計画を作成する。

➢主務大臣が認定した場合に、市区町村の選別、梱包
等を省略して再商品化実施者が再商品化を実施可能
に。再商品化実施者は廃棄物処理法の業許可が不要
に。

【使用の合理化】

⚫ワンウェイプラスチックの提供事業者（小売・サービス事業者など）が取り組むべき判断基準を策定する。

➢主務大臣の指導・助言、ワンウェイプラスチックを多く提供する事業者への勧告・公表・命令を措置する。

資源循環の高度化に向けた環境整備・循環経済（サーキュラー・エコノミー）への移行

設計
・
製造

【環境配慮設計指針】

⚫製造事業者等が努めるべき環境配慮設計に関する指針を策定し、指針に適合した製品であることを認定する仕組みを設ける。

➢認定製品を国が率先して調達する（グリーン購入法上の配慮）とともに、リサイクル材の利用に当たっての設備への支援

を行う。

【製造・販売事業者等による自主回収】

⚫製造・販売事業者等が製品等を自主回
収・再資源化する計画を作成する。

➢主務大臣が認定した場合に、認定事業者
は廃棄物処理法の業許可が不要に。

【排出事業者の排出抑制・再資源化等】

⚫排出事業者が排出抑制や再資源化等の取
り組むべき判断基準を策定する。

➢主務大臣の指導･助言、プラスチックを
多く排出する事業者への 勧告・公表・
命令を措置する。

⚫排出事業者等が再資源化事業計画を作成
する。
➢主務大臣が認定した場合に、認定事業

者は廃棄物処理法の業許可が不要に。

販売
・
提供

排出
・
回収
・
リサ
イク
ル

：ライフサイクル全体でのプラスチックのフロー

＜店頭回収等を促進＞

＜ワンウェイプラスチックの例＞

＜プラスチック資源の例＞

＜付け替えボトル＞

【市区町村の分別収集･再商品化】

製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源循環等の取組
（3R+Renewable）を促進するための措置を講じます。

第２０４回通常国会で成立
令和３年６月11日公布
令和４年４月１日施行
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基本方針の概要

製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までの、プラスチックのライフサイクル全般での３R
＋Renewable（再生素材・再生可能資源（紙・バイオマスプラスチック等）への切り替え）を進め、

あらゆる主体の取組を促進。

プラスチック
資源循環戦略

マイルストーンの達成を目指す

2050年カーボン
ニュートラル

G20 大阪
ブルー オーシャン ビジョン

新たな汚染ゼロの
世界の実現 温室効果ガス排出量を全体として

ゼロにする

⚫ 2025年までにリユース・リサイクル可能なデザインに
⚫ 2030年までにワンウェイプラスチックを累積25％排出抑制
⚫ 2030年までに容器包装の６割をリユース・リサイクル

⚫ 2030年までにプラスチックの再生利用を倍増
⚫ 2030年までにバイオマスプラスチックを約200万トン導入
⚫ 2035年までに使用済プラスチックを100％有効利用

【マイルストーン】
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１．プラスチック使用製品設計指針

⚫ 対象事業者：プラスチック使用製品を設計・製造する事業者

ライフ
サイクル

法での措置事項
（概要）

対象 対象者 主務大臣

設計
・
製造

プラスチック使用製品
設計指針

プラスチック使用製品
プラスチック

使用製品製造事業者等

経産大臣、
事業所管大臣

（内閣総理大臣、財務大臣、
厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

販売
・
提供

特定プラスチック
使用製品の使用の合理化

特定プラスチック
使用製品

（12品目）

特定プラスチック
使用製品提供事業者

（小売・サービス事業者等）

経産大臣、
事業所管大臣

（厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

排出
・
回収
・

リサイクル

市区町村による
分別収集・再商品化

プラスチック
使用製品廃棄物

市区町村 経産大臣、環境大臣

製造・販売事業者等
による自主回収・再資源化

自らが
製造・販売・提供した
プラスチック使用製品

プラスチック使用製品の
製造・販売事業者等

経産大臣、環境大臣

排出事業者による
排出の抑制・再資源化等

プラスチック
使用製品産業廃棄物等

排出事業者
経産大臣、環境大臣、

事業所管大臣（全大臣）※

※ 再資源化事業計画に関する事項は、経産大臣・環境大臣に限る 3



環境配慮製品を国が認定し、消費者が選択できる社会へ

⚫ 製造事業者等向けに、構造・材料（素材代替・再生プラの利用など）を設計指針として明示。

すべてのプラスチック使用製品が対象。

＜構造＞

＜材料＞

＜製品のライフサイクル評価＞

⚫ 同種の製品と比較して特に優れた製品について国が認定し、認定製品を国が率先して調達。

製品分野毎に別途決定。

①設計・製造段階

①減量化 ②包装の簡素化 ③長期使用化・長寿命化

⑤単一素材化等④再使用が容易な部品の使用
又は部品の再使用

⑥分解・分別の容易化

⑦収集・運搬の容易化 ⑧破砕・焼却の容易化

①プラスチック以外の素材への代替 ②再生利用が容易な材料の使用

③再生プラスチックの利用 ④バイオプラスチックの利用

4



（参考）環境配慮設計の製品の先行事例

減量化、包装の簡素化

減量化

出典）日本ハム HP

再生プラスチックの利用

プラスチック容器の代わりに最中で
商品を包んだ桔梗信玄餅極

100％リサイクル素材のペットボトル

出典）桔梗屋 HP

付け替えボトル

ストローレス対応学校給食用紙パック

出典）日本製紙 HP

出典）花王 HP

代替素材への切り替え

外袋を紙パッケージへ変更

出典）ネスレ日本株式会社 HP

過剰な包装の断髪式

【参考】容器包装のプラスチック資源循環等に資する取組事例集（https://www.env.go.jp/content/000121961.pdf）
（環境に配慮された製品設計の促進を目的として、事業者による容器包装のプラスチック資源循環等に資する取組事例を掲載しています。） 5
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２．特定プラスチック使用製品の使用の合理化（判断基準）

ライフ
サイクル

法での措置事項
（概要）

対象 対象者 主務大臣

設計
・
製造

プラスチック使用製品
設計指針

プラスチック使用製品
プラスチック

使用製品製造事業者等

経産大臣、
事業所管大臣

（内閣総理大臣、財務大臣、
厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

販売
・
提供

特定プラスチック
使用製品の使用の合理化

特定プラスチック
使用製品

（12品目）

特定プラスチック
使用製品提供事業者

（小売・サービス事業者等）

経産大臣、
事業所管大臣

（厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

排出
・
回収
・

リサイクル

市区町村による
分別収集・再商品化

プラスチック
使用製品廃棄物

市区町村 経産大臣、環境大臣

製造・販売事業者等
による自主回収・再資源化

自らが
製造・販売・提供した
プラスチック使用製品

プラスチック使用製品の
製造・販売事業者等

経産大臣、環境大臣

排出事業者による
排出の抑制・再資源化等

プラスチック
使用製品産業廃棄物等

排出事業者
経産大臣、環境大臣、

事業所管大臣（全大臣）※

※ 再資源化事業計画に関する事項は、経産大臣・環境大臣に限る

対象事業者：特定プラスチック使用製品（12製品）を提供する小売・サービス事業者
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２．特定プラスチック使用製品の使用の合理化（判断基準）

使い捨てプラの使用を合理化し、ライフスタイル変革を加速

対象製品 対象業種

フォーク スプーン テーブルナイフ マドラー 飲料用ストロー ⚫各種商品小売業（無店舗のものを含む）：総合
スーパー、百貨店 等

⚫飲食料品小売業（野菜・果実小売業、食肉小売
業、鮮魚小売業及び酒小売業を除き、無店舗のものを

含む）：コンビニ、食料品スーパー、洋菓子店
等

⚫宿泊業：ホテル、旅館 等
⚫飲食店：レストラン、喫茶店 等
⚫持ち帰り・配達飲食サービス業：フードデリバリー
等

ヘアブラシ くし かみそり シャワーキャップ 歯ブラシ

⚫宿泊業：ホテル、旅館 等

衣類用ハンガー 衣類用カバー
⚫各種商品小売業（無店舗のものを含む）：総合
スーパー、百貨店 等

⚫洗濯業：クリーニング店 等

※ 主たる事業が上記の対象業種に該当しなくても、事業活動の一部で上記の対象業種に属する事業を行っている場合には、
その事業の範囲で対象となる

⚫ 目標を設定し、実施これを達成するための取組を計画的に行う。

⚫ ポイント還元や有料化、代替素材への転換などの取組を選択・実施。

⚫ 多量提供事業者※は取組が著しく不十分な場合には勧告・公表・命令の対象に。
※年間提供量が５t以上（小売店の場合は10店舗程度の事業規模に相当） 7



（参考）特定プラスチック使用製品の使用の合理化の先行事例

バイオマスプラスチックを
使用したカトラリー

紙製ストロー
（FSC認証紙）

出典）ファミリー
マート HP

出典）スターバックスコーヒージャパン
HP

竹製・木製アメニティ

出典）帝国ホテル
ニュースリリース

小売・飲食店での取組

アメニティの客室設置を廃止し、
フロントロビーで必要な分を提供

出典）スーパーホテル HP

クリーニング店での取組

ハンガーを回収してリユース、リサイクル

出典）白洋舎 HP

宿泊施設での取組

穴あきカトラリー 木製スプーン

出典）ローソン
HP

バイオマスプラスプーン、
プラスチックレンゲの有料化

出典）餃子の王将 HP

出典）全国クリーニング生活衛生同業組
合連合会/一般社団法人クリーンライフ
協会 HP

薄肉化した衣類カバーの使用

出典）セブン-イレブ
ン HP

（参考）冷たい飲み物の蓋を削減
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３．市区町村による分別収集・再商品化

ライフ
サイクル

法での措置事項
（概要）

対象 対象者 主務大臣

設計
・
製造

プラスチック使用製品
設計指針

プラスチック使用製品
プラスチック

使用製品製造事業者等

経産大臣、
事業所管大臣

（内閣総理大臣、財務大臣、
厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

販売
・
提供

特定プラスチック
使用製品の使用の合理化

特定プラスチック
使用製品

（12品目）

特定プラスチック
使用製品提供事業者

（小売・サービス事業者等）

経産大臣、
事業所管大臣

（厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

排出
・
回収
・

リサイクル

市区町村による
分別収集・再商品化

プラスチック
使用製品廃棄物

市区町村 経産大臣、環境大臣

製造・販売事業者等
による自主回収・再資源化

自らが
製造・販売・提供した
プラスチック使用製品

プラスチック使用製品の
製造・販売事業者等

経産大臣、環境大臣

排出事業者による
排出の抑制・再資源化等

プラスチック
使用製品産業廃棄物等

排出事業者
経産大臣、環境大臣、

事業所管大臣（全大臣）※

※ 再資源化事業計画に関する事項は、経産大臣・環境大臣に限る

対象者：市区町村
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排出・回収・リサイクル段階

10

あらゆるプラの効率的な回収・リサイクルを促進

⚫ プラスチック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化を促進するため、市区町村はプラスチッ
ク使用製品廃棄物について、分別の基準を策定し、当該分別の基準に従って適正に分別して
排出されることを促進するために必要な措置を講ずるよう努めなければなならない。



プラスチック資源循環法に基づく再商品化の２つの方法について

11

市区町村は分別収集物の基準及び手引きに従って分別収集・再商品化する必要がある。

プラスチック使用製品
廃棄物の分別収集

指定保管施設での
選別・梱包・保管

指定法人
への委託・引渡し

選別 再商品化

指定法人の委託を受けた
再商品化事業者

市区町村の委託を受けて分別
収集物の再商品化を実施
（このうちプラスチック容器包装
廃棄物は容器包装リサイクル
法に基づく再商品化として実
施）

市区町村
（又は市区町村の委託を受けて分別収集等を実施する者）

⚫ 市区町村が単独又は共同して再商品化計画を作成し、これを主務大臣が認定した場合に、市区
町村による選別、圧縮等を省略し、再商品化実施者に再商品化を委託することが可能になる。

プラスチック使用製品
廃棄物の分別収集

選別 再商品化

市区町村
（又は市区町村の委託を受けて分別収集等を実施する者）

指定法人
プラスチック容器包装廃棄物（容器包装リサイクル法の分別基準
適合物とみなす【法第35条】）の再商品化費用を支払い

一体化・合理化

再商品化実施者
（認定計画に記載された再商品化事業者）

(2) 認定を受けた再商品化計画に基づいて再商品化を行う方法（法33条）

市区町村は再商品化計画の認定申請の手引きに従って計画を作成し、認定を受けた計画に従って

分別収集・再商品化する必要がある。

(1) 容器包装リサイクル法の指定法人に委託して再商品化を行う方法（法32条）



指定法人ルートと認定ルートの主な違い

容器包装リサイクル法に規
定する指定法人に委託する

方法（第32条）

認定再商品化計画に基づく
リサイクルを行う方法

（第33条）

（参考）法に基づかないリ
サイクル（独自処理）

分別収集物の基準
（環境省令）の適用

適用される 適用されない（リサイクル
を著しく阻害するものが混
入しないよう、十分に参考
とされることを期待）

適用されない

市区町村が実施する
選別・圧縮等

省略できない 再商品化事業者との調整に
より省略できる

再商品化事業者との調整に
より省略できる

再商品化事業者の選
定方法

指定法人において、毎年１
月に入札が行われ、２月中
下旬に市区町村に対して落
札事業者が通知される

市区町村が決定する 市区町村が決定する

再商品化費用の負担
者

プラスチック製容器包装：特定事業者（市区町村負担分
を除く）
プラスチック製品：市区町村

すべて市区町村

再商品化費用の決定
方法

指定法人において、毎年１
月に入札が行われ、２月中
下旬に市区町村に対して落
札価格（＝再商品化費用）
が通知される

計画の認定基準を踏まえ、
市区町村が決定する

市区町村が決定する

特別交付税措置との
関係

対象となる 対象となる（当面の間）

循環型社会形成推進
交付金との関係

要件を満たす 要件を満たす
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再商品化計画の認定事例について

13

　市町村名

(認定日) 種　類 量(㌧/年)

R5.4.1～ プラスチック容器包装廃棄物 13,104

R8.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 1,456

(R4.9.30) （3年間） 合  計 14,560

R6.1.1～ プラスチック容器包装廃棄物 1,174

R8.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 250

(R4.12.19) （2年3か月） 合  計 1,424

R5.4.1～ プラスチック容器包装廃棄物 3,868

R8.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 318

(R4.12.19) （3年間） 合  計 4,186

R6.10.1～ プラスチック容器包装廃棄物 2,777

R9.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 1,832

(R5.11.30) (2年6か月) 合  計 4,608

R6.4.1～ プラスチック容器包装廃棄物 6,354

R9.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 381

(R5.11.30) (3年間) 合  計 6,735

R6.4.1～ プラスチック容器包装廃棄物 2,120

R9.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 544

(R5.11.30) (3年間) 合  計 2,664

R6.4.1～ プラスチック容器包装廃棄物 956

R9.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 273

(R5.11.30) (3年間) 合  計 1,229

R6.4.1～ プラスチック容器包装廃棄物 59

R9.3.31 それ以外のプラスチック使用製品廃棄物 6

(R5.11.30) (3年間) 合  計 65

砺波広域圏

事務組合
株式会社富山環境整備

（富山県富山市）
ペレット等

岐阜県輪之内町
株式会社岐阜リサイクル

センター

（岐阜県安八郡輪之内町）

減容品

　※量（㌧/年）：再商品化計画期間平均値

再商品化

製品

分別収集物

ペレット等

ペレット等

収集、運搬

又は処分を行うもの

J&T環境株式会社

（宮城県仙台市）

株式会社富山環境整備

（富山県富山市）

京都府亀岡市

宮城県仙台市

計画期間

愛知県安城市 株式会社富山環境整備

（富山県富山市）
ペレット等

神奈川県横須賀市 株式会社TBM

（神奈川県横須賀市）
ペレット

富山県高岡市 株式会社富山環境整備

（富山県富山市）
ペレット等

富山地区広域圏

事務組合
株式会社富山環境整備

（富山県富山市）
ペレット等



令和5年度に指定法人へ分別収集物の引き渡しを実施する地方公共団体数及び量

※分別収集物の引き渡しを実施する市町村が０の都道府県は表示していない。
※プラスチック容器包装廃棄物のみの引き渡しや、法33条の認定計画は集計結果に含まれていない。
※実施自治体の落札結果等は、指定法人HP参照（https://www.jcpra.or.jp/Portals/0/resource/recycle/recycling/recycling04/pdf/r05/pla02.pdf）

（令和5年４月７日：日本容器包装リサイクル協会発表）

都道府県 地方公共団体 数量（トン） 都道府県 地方公共団体 数量（トン）

北海道 2 507                   愛知県 8 3,266                

宮城県 1 1,643                三重県 1 1,119                

栃木県 1 1,900                京都府 2 14,325              

群馬県 1 350                   岡山県 1 165                   

埼玉県 1 2,667                広島県 1 874                   

東京都 7 4,402                愛媛県 1 163                   

神奈川県 1 1,407                福岡県 2 3,487                

長野県 3 2,555                鹿児島県 1 430                   

岐阜県 1 10                     合計 35 39,268              

14



令和６年度に指定法人へ分別収集物の引き渡しを予定している地方公共団体数及び量

※令和5年6月20日～7月21日に実施した「令和6年度 市町村からの引き渡し量に関する調査」の集計結果の中から、法第32条の引き渡
しを予定している市町村をまとめたもの。

※分別収集物の引き渡しを実施する市町村が０の都道府県は表示していない。
※プラスチック容器包装廃棄物のみの引き渡しや、法33条の認定計画は集計結果に含まれていない。

（令和5年９月14日：日本容器包装リサイクル協会発表）

都道府県 地方公共団体 数量（㌧） 都道府県 地方公共団体 数量（㌧）

北海道 6 467 愛知県 11 5,548

岩手県 1 12 三重県 1 152

宮城県 4 710 滋賀県 1 30

福島県 2 36 京都府 1 1,200

栃木県 2 194 兵庫県 2 75

群馬県 4 196 和歌山県 1 50

埼玉県 3 917 岡山県 3 493

東京都 19 6,283 広島県 1 31

神奈川県 2 354 愛媛県 1 109

富山県 1 27 福岡県 1 3

福井県 1 46 佐賀県 1 7

長野県 12 689 熊本県 1 20

岐阜県 1 2 鹿児島県 2 48

静岡県 1 260 合計 86 17,959
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プラスチック資源の分別収集に係る循環交付金の要件化について

プラスチック資源循環法を踏まえ、前向きにプラスチック資源の分別収集・リサイクルに取り
組み、焼却量を極力減らす努力を行っている自治体を支援する仕組みとした。

◼要件
プラスチック資源循環法に規定するプラスチック使用製品廃棄物の分別収集及び再商品化に

必要な措置を行っていること又は地域計画期間の末日から1年後までに当該措置を行うこと。

◼対象区域
地域計画の対象区域の全域（離島地域、奄美群島、山村地域、過疎地域及び沖縄県を除く。）

◼プラ分別の範囲

プラスチック製容器包装及びそれ以外のプラスチック使用製品廃棄物を対象としていること。
◼要件適用のタイミング・経過措置

プラスチック資源循環法の施行日（令和４年４月１日）から適用。

ただし、施行日までに環境大臣に提出された地域計画に基づく事業には経過措置を適用。

◼交付金の交付

• 市町村が、廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を総合的に推進するため、広域的かつ総合的に廃棄物処理・リサイク

ル施設の整備を行う計画（循環型社会形成推進地域計画）を策定し、計画に位置付けられた施設整備に対し交付金を交付。

◼ 交付対象施設

• マテリアルリサイクル推進施設（不燃物、プラスチック等の資源化施設、ストックヤード 等）

• エネルギー回収型廃棄物処理施設（ごみ発電施設、熱回収施設、バイオガス化施設 等）

• 最終処分場

• 既設の廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業 等

交付金制度の概要

要件化について

◼ 交付率

•交付対象経費の１／３。ただし、高効率ごみ発電

施設等の一部の先進的な施設については１／２。

16



令和４年度 プラスチックの資源循環に関する先進的モデル形成支援事業の概要

17

（１）市区町村によるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集・リサイクルに係る先進的モデルの形成支援を行うこ
とを目的として、青森県八戸市・岩手県岩手町・福島県猪苗代町・茨城県鹿嶋市・栃木県那須塩原市・群馬県
大泉町・東京都江戸川区・神奈川県横須賀市・富山県富山市・静岡県沼津市・兵庫県（小野市、加西市、加東市）・
福岡県（宗像市、古賀市、福津市、新宮町）の12自治体を採択
した。

事業の実施内容

・容器包装及び製品の一括回収の実証
・組成調査（実証事業による収集物や可燃ごみの組成調査等）
・住民周知（説明会開催やチラシ配布等）
・効果検証（コスト・CO2排出量の分析等） 等

結果のまとめ

⚫ 住民からは、「汚れの程度が判別できない」、「金属等が分離できなかった/判別できなかった」との意見が多
かったことから、対象製品の具体化等を明確にすることが重要。

⚫ 容器包装の分別収集の実施有無に関わらず、モデル移行に伴いCO2排出削減効果があることが確認できた。
⚫ コストは認定スキームの方が削減できる可能性が示唆された。
⚫ 複数の市町村の連携・共同・合理化によるメリットとして、再商品化事業者との一括契約によるコスト削減効
果や選別・ベール化工程での負担軽減の可能性が示唆された。

⚫ 認定スキームでは、再商品化事業者との間で分別基準を設けることにより、認定スキームの再商品化工程での
プラスチック資源（重量）の割合の改善が確認できた。

（２）地方公共団体が製造事業者等と連携して実施する使用済プラスチック使用製品の自主回収・リサイクルに係る
先進的モデル形成支援を行うことを目的として、4自治体を採択した。

地方公共団体名 連携団体名 事業の概要

秋田県 JA大潟村

• 農業系廃プラスチックの自主回収ルートでの収集・リサイクル及びその効果検証
• 排出事業者とリサイクル事業者と繋ぐ情報連携プラットフォームでやり取りされ

る情報の整理
• 農業系廃プラスチック等の破砕洗浄等処理技術に関する調査・検討

東京都
ユニリーバ･ジャパン・サービス
㈱、花王㈱、P&Gジャパン合同
会社、ライオン㈱

• 使用済み容器の自主回収及び住民への普及啓発・理解促進
• 回収量の増加のため、プラスチックボトル容器のピッキング回収のテストを実施

神奈川県川崎市 日清オイリオグループ㈱
• 食用油製品容器等の回収ボックスを設置し、排出実態、拠点毎の回収量・性状、

回収した容器などの再資源化適否等を把握

神奈川県藤沢市
ユニリーバ･ジャパン･カスタ
マーマーケティング㈱

• シャンプー等空容器の回収の実施に向けた広報資料を作成及び周知・啓発
• 事業実施による環境面・経済面での効果検証

結果のまとめ

⚫ 概ね回収物の異物割合も少なく、再資源化された製品も品質としては問題がなかった。
⚫ 異物の混入が少なく、回収品目の質が高まることが確認できた。
⚫ 住民として自主回収に参加することで、企業の環境保護・保全活動を行う企業の商品・サービスの購入意欲が高

まることが確認できた。



⚫ 都道府県が製造事業者等と連携して実施する使用済プラスチック使用製品の自主回収・リサイクルに
ついて、実証、調査、検討等を実施。

令和５年度プラスチックの資源循環に関する先進的モデル形成支援事業

18

（１）市区町村によるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集・リサイクル（10件）

⚫ 市区町村が主体となって実施する容器包装及び製品の分別収集・リサイクルに関する実証、調査、検
討等を実施。

（２）地方公共団体が製造事業者等と連携して実施する使用済プラスチック使用製品の
自主回収・リサイクル（２件）

事業の実施内容

・容器包装及び製品の一括回収の実証
・組成調査（実証事業による収集物や可燃ごみの組成調査等）
・施設調査（中間処理施設及び保管施設等の規模や処理能力の調査）
・住民周知（説明会開催やチラシ配布等）
・効果検証（コスト・CO2排出量の分析等） 等

採択自治体
①宮城県石巻市 ②秋田県（大仙市、三郷町） ③茨城県石岡市 ④栃木県宇都宮市
⑤埼玉県さいたま市 ⑥富山県魚津市 ⑦兵庫県姫路市 ⑧広島県呉市 ⑨大分県佐伯市
⑩鹿児島県鹿児島市

地方公共団体名 連携団体名 回収対象 事業の概要

東京都

ユニリーバ･ジャパ
ン・サービス(株)、
花 王 ( 株 ) 、 Ｐ ＆ Ｇ
ジャパン合同会社、
ライオン(株)

日 用 品 プ ラ ス
チック容器

• 自治体が回収した容器包装プラスチックから対象のプラスチック容器を
指定保管施設でピックアップ回収する実証を行う。本モデルにおける効
果の把握や検討を行う。

広島県 (株)エフピコ ペットボトル
• 店頭回収の課題となっている店舗スタッフの負担や回収方法の解決に向

けて、効果の検証や店舗へのアンケートを踏まえて、最適な回収方法の
検討を行う。



４．製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業

ライフ
サイクル

法での措置事項
（概要）

対象 対象者 主務大臣

設計
・
製造

プラスチック使用製品
設計指針

プラスチック使用製品
プラスチック

使用製品製造事業者等

経産大臣、
事業所管大臣

（内閣総理大臣、財務大臣、
厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

販売
・
提供

特定プラスチック
使用製品の使用の合理化

特定プラスチック
使用製品

（12品目）

特定プラスチック
使用製品提供事業者

（小売・サービス事業者等）

経産大臣、
事業所管大臣

（厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

排出
・
回収
・

リサイクル

市区町村による
分別収集・再商品化

プラスチック
使用製品廃棄物

市区町村 経産大臣、環境大臣

製造・販売事業者等
による自主回収・再資源化

自らが
製造・販売・提供した
プラスチック使用製品

プラスチック使用製品の
製造・販売事業者等

経産大臣、環境大臣

排出事業者による
排出の抑制・再資源化等

プラスチック
使用製品産業廃棄物等

排出事業者
経産大臣、環境大臣、

事業所管大臣（全大臣）※

※ 再資源化事業計画に関する事項は、経産大臣・環境大臣に限る

対象事業者：プラスチック使用製品の製造・販売事業者等
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４．製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業

20

●自主回収・再資源化事業のスキーム

⚫ プラスチック使用製品の製造・販売事業者等が作成した自主回収・再資源化事業計画について、主務大
臣が認定する仕組みを創設。主務大臣の認定を受けた事業者は、廃棄物処理法に基づく業の許可が不
要となる。



４．製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業

①計画の作成・申請

②要件に適合する計画の認定

③（必要に応じて）

変更の認定の申請／事前届出／事後届出

④（必要に応じて）変更の認定

⑤実施の状況に関する報告

⑥（必要に応じて）

指導・助言等／変更指示／認定取消し

製造・販売事業者等 主務大臣
（経産大臣・環境大臣）

●自主回収・再資源化事業のフロー図

⚫ 自主回収・再資源化事業を行おうとする者は、計画を作成し、主務大臣の認定を申請することができる。
認定後は毎年度、実施の状況を報告すること。

⚫ また、 認定を受けた計画を変更する場合は、変更内容に応じて手続を行うこと。

21



自主回収･再資源化事業計画、再資源化事業計画の認定事例

製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業計画（法39条）

排出事業者による再資源化事業計画（法48条）

プラスチック使用製品の製造・販売事業者等が作成した自主回収・再資源化事業計画について、主務大臣が
認定する仕組みを創設。主務大臣の認定を受けた事業者は、廃棄物処理法に基づく業の許可が不要となる。

①排出事業者（1号認定）、②複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者（2号認定）が作成し
た再資源化事業計画について、主務大臣が認定する仕組みを創設。主務大臣の認定を受けた事業者は廃棄物
処理法に基づく業の許可が不要となる。
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事業者名

(認定日) 種　類 量(㌧/年) 製品 利用先

食品包装資材（汚れ付着のあるもの） 360

工場端材（緩衝材、フレコン、PPバンド等） 280

(R5.4.19) （計） 640

(R5.4.19)

250

(R6.1.16)

再資源化により得られたもの
区分

2号認定

2号認定

三重県

奈良県

廃棄PETボトル※（廃棄飲料等を含む）

※賞味期限切れで市場に出ず廃棄になったもの等
201

2号認定

東京都、埼玉県、千葉県、

神奈川県、福岡県、兵庫

県、大阪府

アパレル由来のプラスチック

軟質フィルム（衣類用カバー、PE・PP）

浪速運送㈱

プラスチック使用製品産業廃棄物等

パレット製造業者

飲料メーカー

容器メーカー

プラスチック商社

メーカー企業

DINS関西㈱

三重中央開発㈱

収集区域

PE・PPペレット

PE・PP混合減容製品

再生PET樹脂

PE・PPペレット

原料資材

大阪府

事業者名

(認定日) 種　類 量(㌧/年) 製品 利用先

(R5.4.19)

使用済アクリル板 100.0

使用済プラスチック使用製品

アクリルシート

製造業者

再生アクリル

ペレット

緑川化成工業㈱

収集区域

茨城県、栃木県、群馬

県、埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県

再資源化により得られたもの



５．プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制・再資源化等（判断基準）

ライフ
サイクル

法での措置事項
（概要）

対象 対象者 主務大臣

設計
・
製造

プラスチック使用製品
設計指針

プラスチック使用製品
プラスチック

使用製品製造事業者等

経産大臣、
事業所管大臣

（内閣総理大臣、財務大臣、
厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

販売
・
提供

特定プラスチック
使用製品の使用の合理化

特定プラスチック
使用製品

（12品目）

特定プラスチック
使用製品提供事業者

（小売・サービス事業者等）

経産大臣、
事業所管大臣

（厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

排出
・
回収
・

リサイクル

市区町村による
分別収集・再商品化

プラスチック
使用製品廃棄物

市区町村 経産大臣、環境大臣

製造・販売事業者等
による自主回収・再資源化

自らが
製造・販売・提供した
プラスチック使用製品

プラスチック使用製品の
製造・販売事業者等

経産大臣、環境大臣

排出事業者による
排出の抑制・再資源化等

プラスチック
使用製品産業廃棄物等

排出事業者
経産大臣、環境大臣、

事業所管大臣（全大臣）※

※ 再資源化事業計画に関する事項は、経産大臣・環境大臣に限る

対象事業者：プラスチック使用製品産業廃棄物等を排出する事業者
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５．プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制・再資源化等（判断基準）

⚫ プラスチック使用製品産業廃棄物等を排出する事業者（「排出事業者」：事業所、工場、店舗等で事業を行

う事業者であれば、その多くが対象となる）は、主務大臣が定める排出事業者の判断基準に基づき、積極的に
排出の抑制・再資源化等に取り組むことが求められる。

⚫ 事業活動に伴って排出されたプラスチック使用製品廃棄物であれば、プラスチック使用製品産業
廃棄物等に該当する。

排出事業者※１※２

（プラスチック使用製品産業廃棄物等を排出する事業者）

主務大臣 「判断基準」を策定

多量排出事業者
※２

（前年度の排出量が250トン以上）

排出の抑制・再資源化等に関する目標設定、

目標達成のための取組の計画的な実施

※１ 従業員の数が20人以下の、商業・サービス業以外の業種に属する事業を行う個人・会社・組合等
従業員の数が５人以下の、商業又はサービス業に属する事業を行う個人・会社・組合等 を除く

必要な指導・助言
取組が著しく不十分な場合に

勧告・公表・命令等

※２ プラスチック使用製品産業廃棄物等の処理に関する定めとして、本部事業者が加盟者に対し、指導又は助言をする旨の定め、本部事業者
及び加盟者が連携して取り組む旨の定め等のいずれかを含む場合、加盟者の排出量は本部事業者の排出量に含むものとする 24



５．プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制・再資源化等（判断基準）

●排出事業者の判断基準

（1）排出の抑制・再資源化等の実施の原則

（3）再資源化に当たって講ずる措置

（4）多量排出事業者の目標の設定・情報の公表等

（5）排出事業者の情報の提供

（6）本部・加盟者における排出の抑制・再資源化等の促進

（7）教育訓練

（8）実施状況の把握・管理体制の整備

（9）関係者との連携

（2）排出の抑制に当たって講ずる措置

25



５．プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制・再資源化等（判断基準）

⚫ プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等に関する技術水準及び経済的な
状況を踏まえつつ、事業活動で使用するプラスチック使用製品の安全性や機能性等の必要な事情に
配慮した上で、プラスチック使用製品産業廃棄物等について、可能な限り、次の方法で排出の抑制及
び再資源化を実施すること。

① 排出を抑制すること

② 再資源化の促進に資するよう、適切に分別して排出すること

③ 再資源化を実施することができるものは、再資源化を実施すること

ただし、上記の方法によらないことが環境への負荷の低減に有効である場合は、この限りではない。

⚫ 再資源化を実施することができないものであって、熱回収※を行うことができるものは、熱回収を行うこと。

⚫ プラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化等を適正に行うことができる者に委託することができる。
ただし、熱回収に係る委託については、再資源化を実施することができないものに限ること。

●排出事業者の判断基準

（1）排出の抑制・再資源化等の実施の原則

※ 使用済プラスチック使用製品等の全部又は一部であって、燃焼の用に供することができるもの又はその可能性のあるものを熱を得ることに利用する

ことができる状態にすること 26



５．プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制・再資源化等（判断基準）

（3）再資源化等に当たって講ずる措置

（２）排出の抑制に当たって講ずる措置

⚫ リチウムイオン蓄電池を使用する機器といった、再資源化等を著しく阻害するものの混入を防止すること。

⚫ 周辺地域に再資源化を適正に実施することができる者が存在しない場合や、人が感染するおそれのあ
る病原体が付着しているおそれがある場合といった、再資源化を実施することができない場合において、
熱回収を行うことができるものは、熱回収を行うこと。

⚫ 自ら熱回収を行う場合、可能な限り効率性の高い熱回収※を行うこと。

⚫ 熱回収を委託する場合、可能な限り効率性の高い熱回収※を行う者を選定すること。

⚫ 廃棄物の飛散や流出といった、生活環境の保全上の支障が生じないよう措置を講ずること。

⚫ プラスチック使用製品の製造、加工又は修理の過程において、次のような措置を行うこと。
① 原材料の使用の合理化を行うこと
② 端材の発生を抑制すること
③ 端材やプラスチック使用製品の試作品を原材料として使用すること

⚫ 流通又は販売の過程において使用するプラスチック製の包装材について、次のような措置を行うこと。
① 簡素な包装を推進すること
② プラスチックに代替する素材を活用すること

⚫ 事業活動において使用するプラスチック使用製品について、次のような措置を行うこと。
① なるべく長期間使用すること
② 過剰な使用を抑制すること
③ 部品又は原材料の種類について工夫されたプラスチック使用製品を使用すること

※ JIS Z 7311:2010 で規定される「廃棄物由来の紙, プラスチックなど固形化燃料（RPF)」の活用等 27



（参考）排出事業者による排出抑制の取組事例

排出事業者による排出抑制の取組事例

株式会社ユーグレナ
化粧品の容器を、サトウキビ由来
樹脂を配合したチューブタイプの容
器に変更。

①原材料の使用の合理化 ②端材の発生の抑制 ③端材やプラスチック使用製品の試作
品を原材料として使用

株式会社JSP
工場で断熱材を指定の寸法にプ
レカット（予め断裁）して納品し、
施工現場での断熱材の端材、
カット時の粉の発生を抑制。

ＹＫＫ AP株式会社
樹脂窓の製造工程で発生する
樹脂端材を再利用。

①簡易な包装の推進 ②代替素材の活用

株式会社グラセル
サンプル発送袋に環境にやさしい紙やバイオマスプラ
スチック配合品を採用。

コニカミノルタ株式会社
衝撃を熱に変換する新規エ
アー緩衝材を開発し、重量
物である複合機の包装に使
用。 2005年製品比でプラ
スチック製緩衝材を70％程
度削減。

出典:プラスチック・スマート 28



（参考）排出事業者による排出抑制・再資源化等の取組事例

TOBISHIMA CORPORATION
リターナブル容器の弁当事業者を利用。

宮城県気仙沼市、埼玉県、
一般財団法人静岡経済研究所、
サンコーフォームズ株式会社
紙製クリアファイルの使用。

①長期間の使用

②過剰な使用の抑制

③部品又は原材料の種類について工夫さ
れた製品の使用

排出事業者による排出抑制の取組事例

出典:プラスチック・スマート

排出事業者による再資源化等の取組事例

株式会社キングジム
使用済みテープカートリッジの回収・再資源化ま
たはリユース。

鹿島建設株式会社
作業服を回収し自動車内装材や屋根下防水
材にリサイクル

29



５．プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制・再資源化等（判断基準）

⚫ 多量排出事業者は、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等に関する目
標を定め、これを達成するための取組を計画的に行うこと。

⚫ 多量排出事業者は、毎年度、当該年度の前年度におけるプラスチック使用製品産業廃棄物等の排
出量及び目標の達成状況に関する情報をインターネット等により公表するよう努めること。

（4）多量排出事業者の目標の設定・情報の公表等

（５）排出事業者の情報の提供

⚫ 排出事業者は、プラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化等を委託するに当たっては、受託者
に対し、当該プラスチック使用製品産業廃棄物等について、その排出及び分別の状況、性状及び荷姿
に関する事項その他の必要な情報を提供すること。

⚫ 多量排出事業者を除く排出事業者は、毎年度、当該年度の前年度におけるプラスチック使用製品産
業廃棄物等の排出量並びに排出の抑制及び再資源化等の状況に関する情報をインターネット等によ
り公表するよう努めること。

⚫ 本部事業者は、加盟者の事業活動に伴い生ずるプラスチック使用製品産業廃棄物等について、当該
加盟者に対して必要な指導を行い、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源
化等を促進するよう努めること。

⚫ 加盟者は、本部事業者が実施するプラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化
等の促進のための措置に協力するよう努めること。

（6）本部・加盟者における排出の抑制・再資源化等の促進
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５．プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制・再資源化等（判断基準）

（7）教育訓練

⚫ 排出事業者は、その従業員に対して、その事業活動に伴い生ずるプラスチック使用製品産業廃棄物
等の排出の抑制及び再資源化等に関する必要な教育訓練を行うよう努めること。

（8）実施状況の把握・管理体制の整備

⚫ 排出事業者は、その事業活動に伴い生ずるプラスチック使用製品産業廃棄物等の排出量、プラスチッ
ク使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等の実施量その他のプラスチック使用製品産
業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等の状況を適切に把握し、その記録を行うこと。

⚫ 排出事業者は、記録の作成その他プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化
等に関する事務を適切に行うため、事業場ごとの責任者の選任その他管理体制の整備を行うこと。

（9）関係者との連携

⚫ 排出事業者は、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出の抑制及び再資源化等のための取組を
効果的に行うため、国、関係地方公共団体、消費者、関係団体及び関係事業者との連携を図るよう
配慮すること。その際、排出事業者は、必要に応じて取引先に対し協力を求めること。
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６．排出事業者による再資源化事業

ライフ
サイクル

法での措置事項
（概要）

対象 対象者 主務大臣

設計
・
製造

プラスチック使用製品
設計指針

プラスチック使用製品
プラスチック

使用製品製造事業者等

経産大臣、
事業所管大臣

（内閣総理大臣、財務大臣、
厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

販売
・
提供

特定プラスチック
使用製品の使用の合理化

特定プラスチック
使用製品

（12品目）

特定プラスチック
使用製品提供事業者

（小売・サービス事業者等）

経産大臣、
事業所管大臣

（厚労大臣、農水大臣、
経産大臣、国交大臣）

排出
・
回収
・

リサイクル

市区町村による
分別収集・再商品化

プラスチック
使用製品廃棄物

市区町村 経産大臣、環境大臣

製造・販売事業者等
による自主回収・再資源化

自らが
製造・販売・提供した
プラスチック使用製品

プラスチック使用製品の
製造・販売事業者等

経産大臣、環境大臣

排出事業者による
排出の抑制・再資源化等

プラスチック
使用製品産業廃棄物等

排出事業者
経産大臣、環境大臣、
事業所管大臣（全大臣）※

対象事業者：プラスチック使用製品産業廃棄物等を排出する事業者

※ 再資源化事業計画に関する事項は、経産大臣・環境大臣に限る
32



６．排出事業者による再資源化事業

●申請者が複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者である場合の
再資源化事業のスキーム図

⚫ ①排出事業者又は②複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者が作成した再資源化事
業計画について、主務大臣が認定する仕組みを創設。主務大臣の認定を受けた事業者は廃棄物処理
法に基づく業の許可が不要となる。

●申請者が排出事業者である場合の再資源化事業のスキーム図
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６．排出事業者による再資源化事業

①計画の作成・申請

②要件に適合する計画の認定

③（必要に応じて）

変更の認定の申請／事前届出／事後届出

④（必要に応じて）変更の認定

⑤実施の状況に関する報告

⑥（必要に応じて）

指導・助言等／変更指示／認定取消し

排出事業者等 主務大臣
（経産大臣・環境大臣）

●再資源化事業のフロー図

⚫ 再資源化事業を行おうとする者は、計画を作成し、主務大臣の認定を申請することができる。 認定後は
毎年度、実施の状況を報告すること。

⚫ また、認定を受けた計画を変更する場合は、変更内容に応じて手続を行うこと。
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６．排出事業者による再資源化事業

① 収集・運搬を行う際は、当該認定に係る運搬車等である旨を外から見やすいように表示のうえ、

認定証の写しの書面又は電磁的記録を備え付けること。

② 主務大臣の認定を受けた場合であっても、廃棄物処理法に基づく業の許可以外の、廃棄物

処理法に基づく規定（処理施設の設置許可・産業廃棄物管理票の交付等）は引き続き適用さ

れる。

③ 排出事業者は、再資源化事業計画の認定を受けても廃棄物処理法の特例の対象に

はならないが、廃棄物処理法上、自ら収集、運搬又は処分を行う場合は業の許可は

不要とされている。ただし、その場合も、廃棄物処理法に基づく収集、運搬又は処分に

係る基準に従って処理を行うこと。

④ 申請者が複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者である場合、申請者は処

分（再資源化）を他の事業者に委託することは不可。

●再資源化事業を行う場合の主な注意点
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自主回収･再資源化事業計画、再資源化事業計画の認定事例

製造・販売事業者等による自主回収・再資源化事業計画（法39条）

排出事業者による再資源化事業計画（法48条）

プラスチック使用製品の製造・販売事業者等が作成した自主回収・再資源化事業計画について、主務大臣が
認定する仕組みを創設。主務大臣の認定を受けた事業者は、廃棄物処理法に基づく業の許可が不要となる。

①排出事業者（1号認定）、②複数の排出事業者からの委託を受けた再資源化事業者（2号認定）が作成し
た再資源化事業計画について、主務大臣が認定する仕組みを創設。主務大臣の認定を受けた事業者は廃棄物
処理法に基づく業の許可が不要となる。

36

事業者名

(認定日) 種　類 量(㌧/年) 製品 利用先

食品包装資材（汚れ付着のあるもの） 360

工場端材（緩衝材、フレコン、PPバンド等） 280

(R5.4.19) （計） 640

(R5.4.19)

250

(R6.1.16)

再資源化により得られたもの
区分

2号認定

2号認定

三重県

奈良県

廃棄PETボトル※（廃棄飲料等を含む）

※賞味期限切れで市場に出ず廃棄になったもの等
201

2号認定

東京都、埼玉県、千葉県、

神奈川県、福岡県、兵庫

県、大阪府

アパレル由来のプラスチック

軟質フィルム（衣類用カバー、PE・PP）

浪速運送㈱

プラスチック使用製品産業廃棄物等

パレット製造業者

飲料メーカー

容器メーカー

プラスチック商社

メーカー企業

DINS関西㈱

三重中央開発㈱

収集区域

PE・PPペレット

PE・PP混合減容製品

再生PET樹脂

PE・PPペレット

原料資材

大阪府

事業者名

(認定日) 種　類 量(㌧/年) 製品 利用先

(R5.4.19)

使用済アクリル板 100.0

使用済プラスチック使用製品

アクリルシート

製造業者

再生アクリル

ペレット

緑川化成工業㈱

収集区域

茨城県、栃木県、群馬

県、埼玉県、千葉県、東

京都、神奈川県

再資源化により得られたもの



４．その他（参考情報）



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素型循環経済システム構築促進事業のうち、
プラスチック等資源循環システム構築実証事業

事業イメージ

委託事業、間接補助事業（補助率１／３、１／２）

・これまで一部製品分野における代替素材への転換、単一素材の製品のリサイクルが進んで

きたところ。

・今後国内の廃プラスチック等を可能な限り削減し、徹底したリサイクルを実施するために

は、その他多くの製品分野における代替素材への転換、複合素材等のリサイクルの実現が

不可欠であることから、スタートアップ企業が行うものを含め以下の事業を実施する。

① 化石由来資源からバイオプラスチック等への転換・社会実装化実証事業

従来化石由来資源が使われているプラスチック製品・容器包装、海洋流出が懸念されるマ

イクロビーズや、航空燃料等について、これらを代替する再生可能資源（バイオマス・生分

解性プラスチック、紙、CNF、SAF及びその原料等）に転換するための省CO2型生産インフ

ラの技術実証を強力に支援する。

② リサイクル困難素材等のリサイクルプロセス構築・省CO2化実証事業

複合素材プラスチック（紙おむつ、衣類等含む）、廃油等のリサイクル困難素材等のリサ

イクル技術の課題を解決するとともに、リサイクルプロセスの省CO2化を強力に支援する。

① 廃棄物・資源循環分野からの温室効果ガスの排出量の多くを廃プラスチックや廃油の焼却・原燃料利用に伴うCO2が占めて
いる。カーボンニュートラルを実現するためには、化石由来資源が使われているプラスチック製品やプラスチックの使用量
の削減、航空燃料等のバイオマス由来等代替素材への転換、複合素材プラスチックや廃油等のリサイクル困難素材のリサイ
クルが不可欠。

② このため、廃プラスチックや廃油等のリサイクルプロセス全体でのエネルギー起源CO2の削減・社会実装化を支援し、脱炭
素型資源循環システムの構築を図る。

プラスチック等の化石由来資源から代替素材への転換、リサイクル困難素材等のリサイクルプロセス構築の支援により省CO2化を加速
します。

民間事業者・団体、大学、研究機関等

令和５年度～令和９年度

環境省環境再生・資源循環局総務課リサイクル推進室 電話：03-5501-3153 廃棄物規制課 電話：03-6205-4903
水・大気環境局海洋環境課海洋プラスチック汚染対策室（03-6205-4934）

■委託先・補助対象

再資
源化

廃棄

消費

製造

②リサイクル困難な
未利用資源活用、リ
サイクルプロセスの
CO2削減

①生分解性素材の活用

流
出

①廃棄物等バイオマ
ス徹底活用、製造エ
ネルギー・化石由来
資源の削減

・再生可能資源増加
・化石由来資源削減

脱炭素型循環経済システムの構築

【令和６年度予算（案） 4,672百万円の内数（4,672百万円の内数）】
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(参考)脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構築実証事業(委託)の事例

バイオポリプロピレン実証 期間：令和元～ 3年度 期間：令和元～ 3年度生分解性バイオマスプラスチックの農業用フィルム等開発・実用化実証

● 三井化学株式会社

ソルゴー（イネ科植物）をはじめとす

る非可食資源を含む様々なバイオマス

から得られる糖を原料とし、発酵プロ

セスをキーとした独自の製造方法によ

る、工業レベルでのバイオポリプロピ

レン製造実証試験を行う。

● 三菱ケミカル株式会社

生分解性バイオマスプラスチックを改良し、その分解制御方法を作り、廃棄

処理が要らない農業用フィルムをより多くの作物や地域に拡大するための

実証と評価を行う。

● 王子ホールディングス株式会社 ● 株式会社ダイセル

バイオマス由来エリスリトールからC4化成品へ転換する際の触媒の改良

及びC4化成品から得られた樹脂の物性を評価し、C4化成品をバイオマス

から製造する技術実証を行う。

新技術の実証②

連続触媒プロセス

新技術の確認①

各種樹脂物性の確認

バイオマス由来原料

エリスリトール

OH OH OH OH

触媒

脱酸素変換

THF

ブタジエン ポリブタジエン ABS
樹脂

ブタンジオール ポリプチレンテレフタレート

ポリウレタン

C4留分由来主要化成品 各種樹脂

ブタノール

パルプを原料としたバイオポリエチレン、ポリ乳酸製造の技術課題の解

決を図るとともに、量産プロセス、リサイクル性、CO2排出量の削減効果

を検証・評価する。

酵素回収・再利用

糖化発酵 固液分離 モノマー 国産バイオプラスチック 用途展開

リサイクル性

確認

LCA解析

エタノール乳

酸

ポリエチレン ポ

リ乳酸

バイオエタノール ベン

チプラント

令和元年～４年度採択件数 29件

非可食バイオマスを用いた国産バイオマスプラスチック製造実証 バイオマスからC4化成品製造に関する実証期間：令和元～ 3年度 期間：令和元～ 3年度

「生分解・バイオマス品＋酵素」サイクル

「汎用品e.g.ポリエチレン」ルート

‥消滅＝廃棄処理不要

栽培のあと原料生産 素材生産 フィルム生産 作物栽培

※酵素を処方し分解を確実にする。

CO2

CO2CO2
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(参考)脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構築実証事業(補助)の事例

40

廃食用油を用いたPHBH高効率化生産と商業化に関する実証 期間：令和２元～ 3年度 期間：令和２～ 3年度余剰米比率が高いバイオプラスチック加工品成形のための実証

● カネカ株式会社 ● 株式会社バイオマスエンジニアリング

● ニチモウ株式会社 ● 住友化学株式会社

令和元年～４年度採択件数 57件

海洋資材のバイオプラスチック化とその商品化・普及に関する実証 PMMAケミカルリサイクル実証期間：令和２～ 3年度 期間：令和３～４年度

国内に存在する非可食バイオマスである廃食用油を原料に、効率的に生分解性
ポリマーPHBHを生産するための前処理技術を確立し、培養、排水処理の一連
の工程が連続する商業化設備での生産実証を行う。

高濃度バイオマス率成形加工技術の確立とコスト低減化に向けた技術開発、
生分解性バイオマスプラスチック樹脂の安定的な生産に向けた検討、及びバ
イオマスプラスチックのリサイクル性向上に向けた検討を行う。

海洋資材（漁網・ロープ、漁業用フロート等）について、生分解性機能を有す
るPLAを主体としたバイオプラスチック素材を用いて試作品を製造し、海洋へ
流出した際に当該資材が分布・漂う環境に応じた分解試験を行い、資材として
の物性の確認や実証化試験を行う。

分解性評価 性能・利用適正評価

漁港に散乱する海洋資材

普及に向けた検討代替素材を用いたた試作・製造・物性検討

代替素材を用いたたこ壺

リサイクル

アクリル板等に使用されるPMMA （アクリル樹脂）を連続分解技術により、

MMA（原料）まで戻し再度PMMAにリサイクルする、PMMAのケミカルリサ

イクルチェーンの事業(回収から販売まで)モデルを構築・実証する。



お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素型のリサイクル設備・再生可能資源由来素材の製造設備等の導入支援を行います。

プラスチック資源・金属資源等のバリューチェーン脱炭素化のための高度化設備
導入等促進事業

事業イメージ

間接補助事業（補助率１／３，１／２）

➀省CO2型プラスチック資源循環設備への補助
・効率的・安定的なリサイクルのため、プラスチック資源循環の取組全体

（メーカー・リテイラー・ユーザー・リサイクラー）を通してリサイクル
設備等の導入を支援する。

・再生可能資源由来素材の製造設備の導入を支援する。

・プラスチック使用量削減に資するリユースに必要な設備の導入を支援する。

・紙おむつ等の複合素材のリサイクル設備の導入を支援する。

②金属・再エネ関連製品等の省CO2型資源循環高度化設備への補助

・資源循環を促進するため、工程端材、
いわゆる都市鉱山と呼ばれている有用金属
を含む製品及び再エネ関連製品の再資源化
を行うリサイクル設備の導入を支援する。

【令和６年度予算（案） 3,761百万円（4,991百万円）】

【令和５年度補正予算額 3,235百万円 】

民間事業者・団体等

令和5年度～令和9年度

環境再生・資源循環局 総務課 リサイクル推進室 電話：03-5501-3153

■補助対象

① プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が令和4年4月に施行されたことを受け、自治体・企業

によるプラスチック資源の回収量増加、また再生可能資源由来素材の需要拡大の受け皿を整備する。

② 再エネの導入拡大に伴って排出が増加する再エネ関連製品（太陽光パネル、LIB等）や、金属資源等を確実

にリサイクルする体制を確保し、脱炭素社会と循環経済への移行を推進する。

金属破砕・選別設備

原材料
リユース・
リサイクル

バイオマスプラスチック製造設備 PETボトル水平リサイクル設備

循環経済の確立

バリューチェーン全体の脱炭素化

設計・
製造 利用

排出・
回収

太陽光発電設備
リサイクル設備
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(参考) 脱炭素社会構築のための資源循環高度化設備導入促進事業の事例

竹、稲わら等を原料としたバイオマスプラスチック製品の製造 期間：令和 3年度 期間：令和３年度不純物除去による高純度PETボトルリサイクル

● 株式会社アミカテラ ● 協栄J&T環境株式会社

● 株式会社加藤商事 ● 三菱ケミカル学株式会社

令和２年度補正～4年度採択件数 プラスチックリサイクル設備 92件 バイオプラ製造設備 7件

リサイクル対象拡大に伴うマテリアルリサイクル設備の高度化 廃プラスチックのケミカルリサイクル（油化）期間：令和３年度 期間：令和３～５年度

地域で余剰となっている放置竹林や木材の皮を原料として、植物由来のバイオ
プラスチックを製造する。原料の粉砕・乾燥・撹拌・製造設備を導入し、粉砕
した植物繊維と植物由来のでんぷんを混合させペレット化した原料を製造し、
地域資源の循環に貢献する。

2021年10月に、年間5万トンのPETボトルをPETボトルに水平リサイクルする
リサイクルセンターが運転開始。品質の劣る事業系廃ＰＥＴボトルを、ガラス
などの微細異物を除去する設備等を導入することにより、施設を新設し、バー
ジン同等の高純度再生PET樹脂にリサイクルする。

光学自動選別機や比重選別機などのリサイクルラインを導入することにより、
現在処理しているプラスチック製容器包装に加え、プラスチック資源循環法に
対応した製品プラスチックなどの高度マテリアルリサイクルを実現する。

廃プラスチックを油化し、ナフサと生成油に蒸留分離。ナフサは分解炉で熱

分解されプラスチックの基礎原料となるエチレンやプロピレン等になる。最

終的にはフィルムなど様々な用途にリサイクルされる。

三重県津市
西日本PETボトルMRセンター

廃PETボトル 真空押出成形機
(IV値回復・不純物除去）

ガラス等の微細異
物除去

高純度再生
PETペレット

リサイクル

洗浄粉砕機

光学選別機

水槽式比重選別
機

洗浄脱水機

圧搾脱水機 押出機 ペレット

様々なプラ

リサイクル

リサイクル
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「プラスチック・スマート」について

登録取組総数3,373件（2024年２月１日時点） 登録取組の一例

「プラスチック・スマート」とは、世界的な海洋プラスチック問題の解決に向けて、
個人・自治体・ＮＧＯ・企業・研究機関など幅広い主体が連携協働して取組を進める
ことを後押しするプラットフォーム。

オフィスなどで繰り返し使用
できるテイクアウト容器
©O’TREE

海洋プラスチックごみをリサイクル
した樹脂から製造したボールペン
©パイロットコーポレーション

バイオマス原料を25%、再生プラス
チックを75%使用したごみ袋の導入
©東大阪市
（製造・販売：野添産業株式会社）

定番アイスビバレッジの70%
でストロー不要のリッドと
FSC®認証紙カップを提供開始
©スターバックスコーヒージャパン
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プラスチックごみ問題に関する世論調査

◼ プラスチックごみ問題についての国民の意識を把握するため、内閣府において世論調査を実施。
・期間：2022年9月1日～10月9日
・方法：郵送
・対象：全国18歳以上の日本国籍を有する者 1,791人（標本数：3,000人、有効回収率：59.7％）

＜レジ袋有料化やプラスチック資源循環法施行による関心や行動の変化＞

＜レジ袋有料化後のレジ袋の辞退状況>

(%)

以前より関心が高く
具体的な行動を
とっていた

19.3 

関心が高まり、具体
的な行動を行うよう

になった

58.8 

関心は高まったが
行動に変化はない

16.2 
関心は高まって
おらず行動に
変化はない

4.2 

無回答
1.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

(%)

有料化以前から
レジ袋を

辞退している

16.1 

有料化後から
レジ袋を

辞退している

44.1 

有料の場合は辞退し、
無料の場合は受取って

いる

25.3 

有料化後も
レジ袋を

購入している

13.3 無回答
1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 44



プラスチック資源循環特設サイト

https://plastic-circulation.env.go.jp

ご清聴ありがとうございました。

http://plastic-circulation.env.go.jp/

